様式第２号

　　
長崎県知事　平田　研　様

誓　　　　約　　　　書

　県民ボランティア活動支援センターの指定管理者指定申請において、申請者の資格である以下の１～７の内容について、全て満たしています。なお、いずれか1つでも事実と反した場合は、失格となることに異議ありません。

　以上、誓約いたします。

１　法人その他の団体であること。

２　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。

３　直近１年間の地方税（都道府県税、市町村税）、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

４　国又は長崎県及びその他の地方公共団体から指名停止又は指名除外の措置を受けている、又は受けることが明らかである者でないこと。

５　指定までの間において、会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は第６４４条の規定に基づく清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条第１項の規定に基づく破産手続き開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更正手続き開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされた者でないこと。（会社更生法又は民事再生法の規定に基づく更正手続き開始又は再生手続き開始の申立てがなされた者であって、更正計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。）

６　申請書の提出期限の日以前６ヶ月から指定管理者決定までの間において、手形交換所で不渡手形若しくは不渡小切手を出した事実、又は銀行若しくは主要取引先から取引停止を受けた事実がある者でないこと。

７　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団又はそれらの利益となる活動を行う団体（以下「暴力団等」という。）及び暴力団等の構成員が役員となっている団体でないこと。

　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　法人等の名称

　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
